
５専決第１０号

令和４年度西之表市後期高齢者医療保険特別会計補正予算（第６号）

上記予算を地方自治法第１７９条第１項の規定により専決する。

令和５年３月３１日

西 之 表 市 長　　八 板　俊 輔

専　決　処　分　書
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後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ６ 号 ） 及 び 予 算 に 関 す る 説 明 書

令 和 ４ 年 度

( 専 決 )



あ



５ 専 決 第 １０号

令 和 ４ 年 度 西 之 表 市 の 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ６ 号 ） は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

　 （ 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 ）

第 １ 条 　 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 か ら 歳 入 歳 出 そ れ ぞ れ １ ， ０ ８ ７ 千 円 を 減 額 し 、 歳 入 歳 出 予 算 の 総 額 を 歳 入 歳 出

　 そ れ ぞ れ ２ ６ ３ ， ４ ５ ０ 千 円 と す る 。

２ 　 歳 入 歳 出 予 算 の 補 正 の 款 項 の 区 分 及 び 当 該 区 分 ご と の 金 額 並 び に 補 正 後 の 歳 入 歳 出 予 算 の 金 額 は 、 「 第 １

　 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正 」 に よ る 。

　

　 　 令 和 ５ 年 ３ 月 ３ １ 日

                                  西 之 表 市 長 　 八 板 　 俊 輔

令 和 ４ 年 度 西 之 表 市 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 （ 第 ６ 号 ）



あ



－1－

款 補  正  額 計

第 １ 表 歳 入 歳 出 予 算 補 正

（単位：千円）歳 入

項 補 正 前 の 額

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料1 152,226 1,887 154,113

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料1 152,226 1,887 154,113

使 用 料 及 び 手 数 料2 49 △7 42

手 数 料1 49 △7 42

繰 入 金3 104,587 △1,736 102,851

一 般 会 計 繰 入 金1 104,587 △1,736 102,851

諸 収 入5 6,914 △1,231 5,683

延滞金，加算金及び過料1 9 12 21

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金2 410 △158 252

受 託 事 業 収 入3 88 △82 6

雑 入4 6,407 △1,003 5,404

263,450歳              入              合              計 264,537 △1,087



補  正  額 計款

－2－

（単位：千円）歳 出

項 補 正 前 の 額

総 務 費1 11,456 △620 10,836

総 務 管 理 費 1 10,697 △576 10,121

徴 収 費 2 759 △44 715

後期高齢者医療広域連合納付金2 243,236 1,899 245,135

後期高齢者医療広域連合納付金 1 243,236 1,899 245,135

保 健 事 業 費3 7,162 △1,379 5,783

健 康 保 持 増 進 事 業 費 1 7,162 △1,379 5,783

諸 支 出 金4 1,616 △987 629

償 還 金 及 び 還 付 加 算 金 1 410 △144 266

繰 出 金 2 1,206 △843 363

予 備 費5 1,067 0 1,067

予 備 費 1 1,067 0 1,067

263,450歳              出              合              計 264,537 △1,087



－3－

款 計

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書１　総　括
（単位：千円）歳 入

補 正 前 の 額 補  正  額

1 後 期 高 齢 者 医 療 保 険 料 1,887 154,113152,226

2 使 用 料 及 び 手 数 料 △7 4249

3 繰 入 金 △1,736 102,851104,587

5 諸 収 入 △1,231 5,6836,914

歳     入     合     計 264,537 △1,087 263,450



地 方 債

補 正 前 の 額 計補 正 額款

－4－

（単位：千円）

特    定    財    源
一般財源

国県支出金 そ の 他

補 正 額 の 財 源 内 訳

歳 出

△6111 △620 10,83611,456 △9総 務 費

12 1,899 245,135243,236 1,898後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金

△1,3793 △1,379 5,7837,162保 健 事 業 費

△8294 △987 6291,616 △158諸 支 出 金

△25 0 1,0671,067 2予 備 費

歳     出     合     計 264,537 △1,087 263,450 △2,820 1,733



－5－

後期高齢者医療保険特別会計 1  後期高齢者医療保険料

２　歳　入

（単位：千円）後期高齢者医療保険料1後期高齢者医療保険料（款） 1 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

244現年度分1244特別徴収保険料1 96,47196,227 244現年度分

1,638現年度分11,643普通徴収保険料2 57,64255,999 1,638現年度分

5滞納繰越分2 5滞納繰越分

154,1131,887152,226計

手数料（項） 1使用料及び手数料（款） 2

△7督促手数料1△7督促手数料1 4249 △7督促手数料

42△749計

一般会計繰入金（項） 1繰入金（款） 3

△1,736事務費繰入金1△1,736事務費繰入金1 12,60714,343 △1,736事務費繰入金

102,851△1,736104,587計

延滞金，加算金及び過料（項） 1諸収入（款） 5

12延滞金112延滞金1 208 12延滞金

21129計

償還金及び還付加算金（項） 2諸収入（款） 5

△10還付加算金1△10還付加算金1 010 △10還付加算金

△148保険料還付金1△148保険料還付金2 252400 △148保険料還付金

252△158410計



－6－

（単位：千円）受託事業収入3諸収入（款） 5 （項）

補 正 額 説    明
金   額区   分

節
計補正前の額目

△82重複・頻回受診者1△82後期高齢者医療広1 688 △82重複・頻回受診者等訪問指導事業収入

等訪問指導事業収域連合受託事業収

入入

6△8288計

雑入（項） 4諸収入（款） 5

△1,003雑入1△1,003雑入1 5,4046,407 △843長寿健診補助金

△160特別対策補助金

5,404△1,0036,407計



３　歳　出

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 △576 10,121 △575 △1 3 職員手当等 △83 時間外勤務手当 △83

8 旅 費 △141 普通旅費 △141

11 役 務 費 △347 通信運搬費 △347

12 委 託 料 △5 電算共同処理

（款） （項） 2

1 △44 692 △37 △7 8 旅 費 △27 普通旅費 △27

10 需 用 費 △7 印刷製本費 △7

11 役 務 費 △10 手数料 △10

2 0 23 1 △1 財源組替

（款） （項） 1

1 1,899 245,135 1 1,898 18 負担金補助 1,899 保険料等負担金 1,899
及び交付金

後期高齢者医療保険特別会計

1 1,898計 243,236 1,899 245,135

域連合納
付金

後期高齢 243,236
者医療広

△36 △8

2 後期高齢者医療広域連合納付金 後期高齢者医療広域連合納付金

費

計 759 △44 715

滞納処分 23

徴収費 736

△575 △1

1 総務費 徴収費

計 10,697 △576 10,121

一般管理 10,697
費

説　　明特　 定　 財　 源
一般財源 区　分 金　額

国県支出金 地 方 債

1 総務費 総務管理費

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳 節
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- 8 -

（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

1 △1,279 5,771 △1,279 10 需 用 費 △2 消耗品費 △2

12 委 託 料 △1,277 健康診査

2 △100 12 △100 8 旅 費 △81 費用弁償 △54
普通旅費 △27

10 需 用 費 △18 燃料費 △18

11 役 務 費 △1 通信運搬費 △1

（款） （項） 1

1 △10 0 △10 22 償還金利子 △10 保険料還付加算金 △10
及び割引料

2 △134 266 14 △148 22 償還金利子 △134 保険料還付金 △134
及び割引料

（款） （項） 2

1 △843 363 △843 27 繰 出 金 △843 一般会計繰出金 △843

（款） （項） 1

1 0 1,067 △2 2 財源組替予備費 1,067

△843

5 予備費 予備費

繰出金 1,206

計 1,206 △843 363

14 △158

4 諸支出金 繰出金

計 410 △144 266

保険料還 400
付金

還付加算 10
金

△1,379

4 諸支出金 償還金及び還付加算金

計 7,162 △1,379 5,783

医療費適 112
正化費

健康診査 7,050
費

説　　明特　 定　 財　 源
一般財源 区　分 金　額

国県支出金 地 方 債

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳 節

3 保健事業費 健康保持増進事業費



（単位：千円）（款） （項） 1

そ の 他

後期高齢者医療保険特別会計 5  予備費

△2 2計 1,067 0 1,067

説　　明特　 定　 財　 源
一般財源 区　分 金　額

国県支出金 地 方 債

目 補正前の額 補 正 額 計

補  正  額  の  財  源  内  訳 節

5 予備費 予備費

- 9 -



1　一　　般　　職

(１)　総　　括

共 済 費 合 計

報 酬 ( 千 円 ) 給 料 ( 千 円 ) 職 員 手 当 ( 千 円 ) 計 ( 千 円 ) (千円) (千円)

2
(0)

2
(0)

0
(0)

区　　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当 特 殊 勤 務 手 当 管 理 職 手 当

職員手当 補 正 後 0 0 54 125 1,566 54 0

の 内 訳 補 正 前 0 0 54 208 1,566 54 0

比　　　較 0 0 0 △ 83 0 0 0

区　　　分 児 童 手 当 管理職員特別 勤務 手当

職員手当 補 正 後 0 0

の 内 訳 補 正 前 0 0

比　　　較 0 0

ア　会計年度任用職員以外の職員

共 済 費 合 計

給 料 ( 千 円 ) 職 員 手 当 ( 千 円 ) 計 ( 千 円 ) (千円) (千円)

2

2

0

区　　　分 扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 勤 勉 手 当 特 殊 勤 務 手 当 管 理 職 手 当

職員手当 補 正 後 0 0 54 125 1,566 54 0

の 内 訳 補 正 前 0 0 54 208 1,566 54 0

比　　　較 0 0 0 △ 83 0 0 0

区　　　分 児 童 手 当 管理職員特別 勤務 手当

職員手当 補 正 後 0 0

の 内 訳 補 正 前 0 0

比　　　較 0 0

イ　会計年度任用職員

共 済 費 合 計

報 酬 ( 千 円 ) 給 料 ( 千 円 ) 職 員 手 当 ( 千 円 ) 計 ( 千 円 ) (千円) (千円)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

区　　　分 通 勤 手 当 時 間 外 勤 務 手 当 期 末 手 当

職員手当 補 正 後 0 0 0

の 内 訳 補 正 前 0 0 0

比　　　較 0 0 0

0

0

( )パートタイム会計年度
任用職員

補 正 前 0 0 0 0 0 0

比　　　較 0 0 0 0 0

区　　分 職員数(人)
給　　　　　与　　　　　費

備 考

補 正 後 0 0 0 0 0

△ 83

7,956

補 正 前 4,885 1,882 6,767 1,272 8,039

比　　　較 0 △ 83 △ 83 0

区　　分 職員数(人)
給　　　　　与　　　　　費

備考

補 正 後 4,885 1,799 6,684 1,272

8,039

比　　　較 0 0 △ 83 △ 83 0

0 4,885 1,882 6,767 1,272

- 10 -

区　　分 職員数(人)
給　　　　　与　　　　　費

備 考

補 正 後 0 4,885 1,799 6,684 1,272

△ 83

7,956

( )パートタイム会計年度
任用職員

補 正 前



(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

区 分

(３)　給料及び職員手当の状況

一 般 行 政 職 税 務 職

157,900 255,500

159,235 264,500

19.6 32.3

150,600 247,900

180,290 289,646

19.3 32.1

  イ　初任給

(試験) (試験)

(選考) (選考)

（総合職） （総合職）

（一般職） （一般職）

- 11 -

説　　　　　　　　　　明増減額(千円) 増減事由別内訳(千円)

給 料 0

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

職 員 手 当 △ 83
制度改正に伴う増減分

その他の増減分 執行額確定に伴う減額補正

  ア　職員1人当たりの給料　

区　　　　　　　　　分

令和5年1月1日

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

令和4年10月1日

平均給料月額(円)

平均給与月額(円)

平均年齢(歳)

(令和5年1月1日現在）

（一般職） 167,300円         
150,100円 150,100円

区分 一般行政職 税務職
国 の 制 度

一般行政職

217,800円         

185,200円             210,400円         
大学卒 (試験) 185,200円 (試験) 185,200円

189,700円             

税務職

高校卒
154,600円 154,600円

（一般職） 154,600円             

備　　　考



  ウ　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

１ 級 1 100.0 １ 級 １ 級 １ 級 1 50.0

２ 級 ２ 級 ２ 級 ２ 級

３ 級 ３ 級 1 100.0 ３ 級 ３ 級 1 50.0

４ 級 ４ 級 ４ 級 ４ 級

５ 級 ５ 級 ５ 級 ５ 級

６ 級 ６ 級 ６ 級 ６ 級

７ 級 ７ 級 ７ 級 ７ 級

計 1 100.0 計 1 100.0 計 計 2 100.0

１ 級 1 100.0 １ 級 １ 級 １ 級 1 50.0

２ 級 ２ 級 ２ 級 ２ 級

３ 級 ３ 級 1 100.0 ３ 級 ３ 級 1 50.0

４ 級 ４ 級 ４ 級 ４ 級

５ 級 ５ 級 ５ 級 ５ 級

６ 級 ６ 級 ６ 級 ６ 級

７ 級 ７ 級 ７ 級 ７ 級

計 1 100.0 計 1 100.0 計 計 2 100.0

（級別の標準的な職務内容）

３級 ４級 ５級 ６級 ７級

課 長 課 長

参 事 参 事

一 般 行 政 職 税 務 職

（Ａ） 人 2 1 1

（Ｂ） 人 2 1 1

１号給 人 0

２号給 人 0

３号給 人 1 1

４号給 人 1 1

人

％ 100.0 100.0 100.0

（Ａ） 人 2 1 1

（Ｂ） 人 2 1 1

１号給 人 0

２号給 人 0

３号給 人 1 1

４号給 人 1 1

人

％ 100.0 100.0 100.0

- 12 -

小計

級 級 級 級

主 事 補 ・ 主 事 主 査 係 長

区分

一般行政職 税務職

令 和 5 年 1 月 1 日

令 和 4 年 10 月 1 日

区　　分 １級・２級

合　　　計
代 表 的 な 職 種

一　　般　　行　　政　　職

  エ　昇給

補 正 前

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比率（Ｂ）／（Ａ）

補 正 後

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

号 給 数 別 内 訳

比率（Ｂ）／（Ａ）

区　　　　　分

課 長 補 佐



６月(月分） １２月(月分） ３月(月分）

補 正 後 2.150 2.250 0.000 4.40

補 正 前 2.150 2.250 0.000 4.40

国　の　制　度 ― 4.40

最 高 限 度

（月分）

支　給　率　等

（支　給　率　等）

  キ　特殊勤務手当

一 般 行 政 職 税      務      職

支給対象職員の比率（%）
(令和5年1月1日現在）

  ク　その他の手当

備　　　　考

  オ　期末手当、勤勉手当

区　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分） 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（３級５%，４・５級１０%，６・７級１５%）

（３級５%，４・５級１０%，６・７級１５%）

4.40 （３級５%，４・５級１０%，６・７級１５%）

  カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

区分
２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 勧奨退職時特

別 昇 給
備　　　考

（月分） （月分） （月分）
そ の 他 の 加 算 措 置

―

国　の　制　度
24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
（２％～20％加算）

―

26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特例措置

（２％～20％加算）

区          分 全    職    種

給料総額に対する比率（%） 1.1 0.0
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住 居 手 当 同  じ

通 勤 手 当 異なる
 離島であるという特殊事情に加え、交通

 事情を考慮し、支給内容を設定

50.0

代表的な特殊勤務手当の名称  税務手当

区          分 国 の 制 度 と の 異 同 差異の内容

扶 養 手 当 同  じ

1.8

代  表  的  な  職  種

0.0 100.0



あ


